
障害があってもなくても、職業生活の自立のために、
その能力を発揮する機会を与えてください

障害者雇用 Ｑ＆Ａ

障害者雇用の促進のために

沖縄労働局及びハローワークでは障害者の職場実習を推進しており、実習受入候補事業所として

登録いただける企業を募集しています。

職場実習にご協力いただける事業所は、下記までご連絡をお願いいたします。

障害者に対する職場実習推進事業のご案内

このような企業の皆様に…

◇障害者雇用に関心はあるが、雇用経験やノウハウが乏しく不安。

◇障害のある人にどんな仕事をしてもらえばいいかが分らない。

●障害者雇用率制度とは･･･

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、障害に関係なく、希望や能力に応じて、

誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現の理念の下、事業主に対して、

その雇用する労働者に占める障害者の割合が一定率（法定雇用率 2.5％）以上になるよ

う義務づけています。

障害者を雇用しなければならない事業主の範囲 ： 常用雇用労働者数 40.0 人以上

障 害 者 雇 用 率 制 度

～常用雇用している労働者数が 100 人を超える事業主が対象～

●障害者雇用納付金制度とは･･･

法定雇用率を下回っている事業主から、法定雇用障害者数に不足する人数に応じて

納付金を徴収し、それを財源に法定雇用率を上回っている事業主に対して障害者雇用

調整金、報奨金、各種の助成金を支給する制度です。障害者を雇用するには、作業施

設・設備の改善や職場環境の整備など、経済的負担が伴います。この納付金制度は、

障害者を多く雇用している事業主の経済的負担を軽減し、事業主間の負担の公平を図

りつつ、障害者雇用の水準を高めることを目的としています。

障害者雇用納付金制度

12問い合わせ先

SmileSmile

沖縄労働局 職業安定部 職業対策課 TEL:098-868-3701

※労災のみ適用（雇用保険被保険者がいない）の場合は、

労働基準監督署にだけ届け出てください。

加入手続きの流れ

労働保険は、事業の種類により「一元適用事業」と「二元適用事業」に分かれており、加入手続きの流れが若

干異なりますので、下記の図を参考にしてください。

概算労働保険料算定のため、保険関係成立日からその年度末までの間に労働者に支払う賃金総額（見込み額）

を労災のみ適用、雇用保険のみ適用、労災・雇用保険両方適用に分けて、予め算定してください。

左の 2 次元バーコードより詳細をご確認ください。

「労働保険の成立手続きはおすみですか」

（厚生労働省・パンフレット）

※労働保険事務組合の認可を受けている商工会・商工会議所、事業協同組合その他の事業主団体でも加入手続きができます。

※必ず労働基準監督署とハローワークの両方に書類を提出し

てください。順番はどちらが先でも構いません。

管轄の労働基準監督署

労働保険 保険関係成立届（労災・雇用保険）

労働保険 概算保険料申告書（労災・雇用保険）

管轄のハローワーク

雇用保険 適用事業所設置届

雇用保険 被保険者資格取得届

法人事業所

①労働保険成立届の事業所控え（コピー可）

②登記簿謄本（コピー可）

③法人番号を確認できるもの（法人番号通知書等）

④所在地を確認できるもの

（住所、事業所明記がある公共料金領収書または郵便

物等）

⑤定款又は会則等（コピー可）

※法人格のない団体（任意団体）等のみ

⑥従業員の採用・入社日が確認できるもの

（雇用契約書、出勤簿、またはタイムカード、賃金台

帳等）

⑦雇用保険被保険者証（対象労働者分）

※なくした場合や不明の場合は、以前勤務した事

業所をメモし持参または履歴書を持参。

個人事業所

①労働保険成立届の事業所控え（コピー可）

②営業許可証、事業主の身分証明書

（運転免許証、住民票等）

③所在地を確認できるもの

（住所、事業所明記がある公共料金領収書または郵便

物等）

④従業員の採用・入社日が確認できるもの

（雇用契約書、出勤簿、またはタイムカード、賃金台

帳等）

⑤雇用保険被保険者証（対象労働者分）

※なくした場合や不明の場合は、以前勤務した事

業所をメモし持参または履歴書を持参。

労働保険の手続きで準備すること

雇用保険の手続きで準備すること

加入手続きの流れ

※必ず労働基準監督署から手続きし、

交付された控えを持参してハローワークで手続きください。

管轄の労働基準監督署

労働保険保険関係成立届

（労働保険）

労働保険概算保険料申告書

（労働保険）

管轄のハローワーク

労働保険保険関係成立届

（雇用保険）

労働保険概算保険料申告書

（雇用保険）

雇用保険適用事業所設置届

雇用保険被保険者資格取得届

二元適用事業所
農業・林業・水産業、建設業、

国・都道府県・市町村等の官公庁

一元適用事業所
一般の事業（二元適用事業以外の事業）


